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第４次青森県障がい者計画の概要について

住み慣れた地域で、障がいのある人もない人も分け隔てられることなく相互に人格と
個性を尊重し、ともに暮らせる共生社会づくりをめざします。

基本理念

施策の柱

１ 障がい・障がい者への理解促進と共生 ５ 教育の充実

２ 生活支援の充実 ６ 雇用・就業の促進

３ 生活環境の充実 ７ 情報バリアフリー化と多様な他者とのコミュニケー
ションの推進

４ 保健・医療の充実 ８ スポーツ・文化・芸術活動への参加推進

計画の性格

令和５（２０２３）年度～令和８（２０２６）年度 （４年間）

計画期間等

・障害者基本法第１１条に基づく都道府県障害者計画
・本県における障がい者の自立及び社会参加の支援等のための基本的施策を推進する
ための指針として、総合的、体系的に基本的考え方や方策をとりまとめたもの
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令和６年度の主な取組状況について
１ 障がい・障がい者への理解促進と共生

・障がいを理由とする差別の禁止、合理的配慮等の
障害者基本法及び障害者差別解消法に定める基本
的な考え方の周知

・ヘルプマーク・ヘルプカードの普及・啓発

２ 生活支援の充実

・障がい者差別解消推進事業（相談等件数20件）
・福祉サービス苦情解決事業（苦情受付件数25件）
・障がい者権利擁護事業（虐待防止研修参加者2,427人）

障がい・障がい者への理解促進（P.1）

利用者本位の生活支援体制の整備（P.2-3） 地域生活支援サービスの充実（P.5-12）
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障がい者の権利擁護の推進（P.3-4）

・相談支援事業（全市町村で実施） ・社会参加支援事業
・補装具、日常生活用具の給付

障害者週間をはじめとした広報・啓発活動（P.1）

・「心の輪を広げる体験作文」等の募集及び優秀
作品の表彰

・広報による補助犬や車いす使用者用駐車場、
ヘルプマーク・ヘルプカード、障害者差別解消
法に対する県民の理解推進

人財の確保と質の向上（P.12-14）

・相談支援専門員研修
・サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修

３ 生活環境の充実

ユニバーサルデザインの普及と
福祉のまちづくりの推進（P.15-16）

・福祉のまちづくり条例に係る公共施設等の
届出件数（新規57件）

移動・交通対策の推進（P.16-18）

・生活交通バス車両緊急整備事業費補助
（低床バス新規購入台数4件）

・運転適性相談（相談件数112件）



令和６年度の主な取組状況について

障がいのある子どもなどの支援（P.27-29）

・こころの電話相談事業（相談者数1,521人）
・県民のこころを支える相談体制の整備
（包括的な自殺対策）

４ 保健・医療の充実
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精神保健福祉対策等の推進（P.23-24）

・発達障がい者支援センター運営事業
（利用者数917人）

・医療的ケア児の在宅支援に取り組む看護師・
コーディネータ等の養成研修（4回実施）

５ 教育の充実

特別支援教育の充実（P.30-33）

・就学相談・教育相談会
（6日間、5地区、6会場）

・特別支援学校就職促進事業
（助成者数598人）

特別支援教育や障がい児(者)に対する理解・啓発の推進
（P.33-34）

・障がい者の生涯学習支援事業（参加者数1,789人）
・特別支援学校における障がいに関する理解促進事業
（参加者数1,349人）

６ 雇用・就業の促進

雇用の促進と職場定着（P.35-36）

一般就労への移行を促進するための支援等の充実・強化（P.38）

・障がい者雇用促進費（被表彰事業所数1社 被表彰障がい者数4人）
・物品等に係る競争入札参加資格審査・契約事務（障がい者を積極的に雇用する企業の発注機会の拡大等）

・工賃向上支援事業（共同受注窓口6ヶ所）



令和６年度の主な取組状況について

「青森県障がい者の意思疎通手段の利用の促進に関する条例」の施策の推進（P.40-41）

７ 情報バリアフリー化と多様な他者とのコミュニケーションの推進

・手話奉仕員養成（26人）、手話通訳者養成（21人）、要約筆記者養成（23人）、点訳奉仕員養成（2人）、
音訳奉仕員養成（5人）、手話通訳者・要約筆記者派遣（304人）、盲ろう者向け通訳・介助員派遣（71人）

８ スポーツ・文化・芸術活動への参加促進

障がい者のスポーツ活動への参加機会の拡大
（P43）

・青森県障がい者スポーツ大会の開催
（令和6年8月～9月 参加者約1,150人）

・全国障害者スポーツ大会への派遣
（佐賀県で開催 76人派遣）

・障がい者スポーツ教室開催事業
（参加者 817人） 5

ＩＣＴ等デジタル技術を活用した情報バリアフリー化の推進（P.39-40）

・障がい者ＩＴサポートセンター運営事業（利用者数513人）
・県広報における録音図書や点字図書の作成・配布

情報アクセシビリティの推進（P.42）

・失語症者向け意思疎通支援者等の養成講座の開催
・遠隔要約筆記環境整備事業
・電話リレーサービス、ヨメテルの制度周知

読書バリアフリーの推進（P.42）

・視覚障がい者情報センターにおけるアクセシブル
な書籍等の製作・貸出

障がい者の文化・芸術活動への参加機会の拡大
（P44）

・絵手紙教室等の芸術・文化講座開催事業の実施
・公募展の開催 （応募数 307点）


